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は じ め に
今日、景気の回復が伝えられ、就職状況も最
悪の状況からは脱しつつあると伝えられてい
る。しかし、経済の基盤や雇用の状況は不況に
入る以前のものとは様変わりしている。特に変
化したのは雇用の状況であろう。日本の大企業
が相応の税負担をしたがらないのは以前から変
わりがないとしても、それまでの企業は終身雇
用を基礎にして、国の社会保障を良くも悪くも
事実上肩代わりしてきたことはしばしば指摘さ
れているところである。しかし、不況を経験し
た企業は人件費を削減することで生き残りを図
ろうとした。そこで発生したのが雇用の流動化
という現象である。より労働者の側から正確な
言葉を用いるならば、雇用の不安定化というこ
とになろう。もちろん、働く側の意識の変化も
その背景にはあるであろうが、企業側の意識の
変化によるところが圧倒的に強いはずである。
これまでまさに「社会」福祉において中心的な
役割を果たしてきた企業がその役割を果たそう
としなくなった現在、社会保障はどこに向かう
べきなのであろうか。
本稿では、このような状況を踏まえて社会保
障のあり方について検討しようとするものであ
る。第１章では雇用状況が変化した中で社会保
障はどうあるべきなのか、その方向性について
簡単に検討する。そして第２章ではありうる社
会保障制度の１つとして基本所得論について概
観する。最後に第３章では基本所得論の是非を
問う準備作業を予備的考察として行う。そこで
は現行生活保護法との比較、憲法上の課題、理
論的な課題について検討する。
第１章　雇用環境の変化と社会保障制度の課題
上で挙げたような雇用状況の変化が社会保障
に与える影響は非常に大きい。これまでの社会
保障制度は就職の支援が中心であった。しか
し、たとえ雇用に行き着いたとしても、その後
の地位は不安定なのが現状である。非正規労働
者の場合には賃金も低止まりすることが多く、
採用期間にも制限がある。労働活動に従事して
いるにもかかわらず苦しい生活を強いられる
「ワーキング・プア」なる言葉が登場したのは、
このような状況を表している。また、正社員の
場合であっても景気次第で簡単にその地位が失
われることが明らかになった。このような状況
に社会保障制度を対応させようとすれば、２
　
 つ
の方向性がありうる。
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要　旨
雇用状況の変化に対応する社会保障制度にはいくつかのものがあるが、基本所得制度はそのうちの一
つである。基本所得制度については活発な議論が続いているが、その根拠の問題についてはあまり検討
されていない。基本所得制度の前提問題として法律的な問題と基礎理論的な問題を解決する必要があ
る。
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１つは失業者ゼロを目指し続ける方向性であ
る。「ワーク・ファースト」と呼ばれる政策が
その典型であるが、今日の労働状況の変化を認
識しながらあくまで雇用にこだわり、これまで
以上に就職を支援する方向性である。「ジョブ・
カフェ」なるものを設置している日本は、この
方向にあるように思われる。若者の就職状況に
一定の理解を示そうとしながらも、フリーター
やいわゆる「ニート」を社会の「コスト」と捉
え、あくまでも雇用を通じて、就業という枠内
で経済的に自立させようとする議論も同様であ
る１）。諸外国に目を移してもこの方向性が採ら
れることは少なくない。オランダモデルとも言
われる「ワーク・シェアリング」はできるだけ
多くの国民が労働を通じて生活できることをめ
ざすものであろう。理解が分かれるところであ
ろうが、イギリス・ブレア政権が提唱する「第
三の道」も同じ方向性に分類することができる
であろう。
他方で、少なからぬ失業者が発生することを
前提とする方向性がありうる。就職を通じた生
活形成という考え方を見直し、経済活動に従事
する意思と福祉の実施を切り離すという方法も
ありうるはずである。所得が下がるにつれて税
率を下げ、一定基準以下にまで所得が減少した
場合にはマイナスの所得税を課すものとみなし
て給付を行う「負の所得税」構想や、雇用を通
じた「労働」だけではなくボランティアなど、
労働活動以外の活動についても金銭的な保障を
しようとする「参加所得」などは、この方向性
に分類することができる。そしてこのような方
向性の中で、筆者にとってとりわけ興味深いの
が「ベーシック・インカム（以下、基本所得）
論」である。そこで次に、この基本所得論につ
いて見ることにする。
第２章　基本所得論概観
基本所得論の名称自体は決して古くはない
が、その名称は最近になって広く用いられるよ
うになった２）。純粋な形での基本所得制度と
は、全ての人に対して資産調査なしに一律の額
の所得を与えるものである。しかし、基本所得
制度はその力点の置き方の違いによって具体的
な内容に違いもある。まず基本所得制度の特徴
として資産調査を行わない点を強調する者が多
い。しかし、資産を持っているか否かに関わら
ず全員に基本所得を与える場合には、基本所得
を給付する以前の所得格差がそのまま残ること
になり、結局貧困層の生活は向上しないのでは
ないかと思われる。所得調査を行わない基本所
得では、その効果について疑問が残る。たしか
に一律の支給という場合にも、累進課税を強化
することで所得格差を縮めることは可能ではあ
る。しかし、支給対象が限定されている制度は
一切「基本所得」とは呼べないとしてしまえば、
基本所得論の議論の幅が大幅に狭められてしま
うように思われる。他方で、基本所得論の特徴
を労働意欲の有無と福祉の実施を切り離してい
るところに見る立場もある。上で述べたよう
に、全ての人に一律の金額を支給してもその効
果には疑問が残るとすれば、基本所得論の特徴
を一律の金額を支給する点に見るよりもむし
ろ、後者の立場のように、労働能力を用いてい
るかに関わらず一定の所得を保障する点に見出
した方が、その趣旨にかなうように思われる３）。
どちらにしても、基本所得論は雇用されていな
くても、また仕事を探していなくても、ある程
度の所得は保障しようとしているものと理解で
きる。本稿では基本所得論を、所得調査を行う
ものであっても、生活が困窮している原因を問
わず、生活の困窮という事実以外の要件を設け
ることなく一定金額の支給を保障する制度と理
解した上で議論を進める４）。
この基本所得論に対しては提唱された当初か
ら賛否両論があった。批判としては、雇用を創
出する側の責任逃れの可能性、女性の労働市場
への参入の問題、基本所得の給付水準の問題、
福祉政策を所得の保障に一元化することの是
非、などがある。中でも一番問題となるのは
「フリー・ライダー」の問題であろう。労働の
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有無に関わらず一定の所得を保障することにな
れば、誰も労働などしなくなるのではないかと
の指摘がそれである。労働能力があるにもかか
わらず労働活動に従事しない者が、労働に従事
している者が支払った税金によって生活してい
る状況を「ただ乗り」と見る議論からの批判で
ある。他方、基本所得論を支持する側からは、
職業訓練などにかかる出費の抑制、労働に応じ
た収入の増加、などの利点が、また資力調査を
行わないことに力点を置く立場からは、プライ
バシーを尊重できるなどの利点が挙げられてい
る。
基本所得論については他にも賛否両論があ
り、それぞれ検討するに値するものである。し
かし、基本所得制度の導入の是非について議論
するためには、そもそもそれを導入することが
可能でなければならない。ある制度を「導入し
た方がよいか」の前に、そもそも「導入できる
のか」について議論する必要がある。そして政
策としての基本所得論に立ちはだかることにな
りそうなのが、現行の法制度と基礎理論であ
る。これらの制度・理論の枠内に基本所得論が
収まらないのであれば、それらの利点・欠点を
論じたところで「時期早尚」ということになる
であろう。以下では労働の意思と社会保障を切
り離しているという意味で、基本所得論を労働
と福祉を分離しようとする議論と捉え、そのよ
うな労働と福祉を分離しようとする試みが法制
度上、そして理論的に正当化しうるかについて
検討する。
第３章　予備的考察
上で述べたように制度としての基本所得論が
望ましいかどうかについては活発に議論されて
いるが、それを「導入できるのか」という点は
あまり論じられない。以下ではこの点について
扱おうと思うが、国民に最低所得を保障する制
度としては生活保護が思いつく。生活保護法は
全国民に一律の額を無条件に保障しているわけ
ではないが、生活の困窮という事実のみに基づ
いて生活保護を支給しているとすれば、労働と
福祉の分離はすでに行われているということに
なる。そこで以下ではまず、現行生活保護法と
基本所得論を比較する。
　生活保護法の規定とその運用
生活保護法は１条から４条で基本原理を規定
しているが５）、４
　
 条１項と２項では「補足性の原
理」について規定している。これによると、自
分の資産を活用し、親族による扶養が期待でき
る場合には親族が扶養し、それでも生活が維持
できない場合に初めて生活保護が行われる。こ
こで言う「自分の資産」には労働能力・就業場
所も含まれると理解されている。しかし、２
　
 条
では無差別平等の原則を規定し、それを受けて
４条３項はいわゆる「急迫保護」について規定
している。この規定は保護の要件を形式的には
欠いている場合でも保護を認めるものと理解さ
れている。そのような保護が認められる状況と
しては、生活困窮者の生存自体が危うい場合
や、社会通念上放置しがたいと思われる場合な
どが挙げられる。さらに、９
　
 条では「必要即応
の原則」を定め、柔軟な運用を要求している。
また、忘れてはならないのは憲法２５条である。
同条では健康で文化的な最低限度の生活がすべ
ての国民に保障されている。生活保護法による
保護が不十分な場合には憲法２５条を根拠に何ら
かの立法、場合によっては行政による保護が求
められることになる。
これらの規定を総合的に見れば、個人の困難
な状況のみによって所得の保障が認められるこ
とになり、上で紹介した基本所得論との違いは
なさそうである。しかし、規定の文言から受け
る印象と実際の運用は大きく異なっている。生
活保護法の規定自体は労働の意思と生活保護の
支給とを厳格に結び付けているわけではないに
もかかわらず、実際には補足性の原理のみが強
調されて運用されている。住む家もないほどに
困窮している者が「適正化」のかけ声の下で放
置される事例は、そのような運用の問題点をさ
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らすものである。
以上のような生活保護の運用を見ると、基本
所得制度の導入を主張することは、現行の生活
保護の運用とは異なる仕組みを提唱することに
なると言える。それが生活保護法の廃止・改正
によるのか、生活保護法の運用の改善によるの
かは議論すべきところではあるが、どちらにし
ても現行の運用の下で基本所得論を主張しよう
と思えば何らかの形で正当化する必要がある。
そのような正当化をする際に最初に立ちはだか
ることになりそうなのが憲法である。そこで以
下では、現行生活保護法の運用とは異なる制度
を導入する可能性を、憲法学の側面から検討す
る。
　憲法学的課題
基本所得論を労働と福祉の分離と捉えた場
合、日本国憲法上そのような制度を導入できる
のかという問題が生じる。日本国憲法では多く
の権利が保障されており、２５条では生存権も保
障されている。しかしその一方で基本的な義務
についても規定しており、中でも納税、教育、
勤労は国民の３大義務として知られている。勤
労という憲法上の義務を文字通りに理解すれ
ば、労働と福祉を分離しようとする基本所得制
度の導入は憲法違反となり、憲法改正を主張す
るのでない限り日本で議論する意味はないとい
うことになる。それゆえ、基本所得論を制度と
して日本で採用すべきかについて議論をする前
提として、憲法上の義務との関係を整理してお
く必要がある。
そこでまずはじめに近代憲法と国民の義務の
関係について論じ、その後で日本国憲法上の義
務について検討する。
　
①　近代憲法における「国民の」義務
憲法が規定する義務は憲法学において扱われ
ることがないわけではないが、決して中心的な
分野ではない。それには歴史的な理由がある。
近代憲法がもともとは国家権力を制限しようと
するものであることは、社会科学の分野ではよ
く知られている。近代憲法は国家の役割を社会
的諸権力の吸い上げに限定して主権を集中させ
る一方で、それ以外の部分については国民生活
に介入することを禁じた。人権はそのように国
家権力を限定したことによって保障されるもの
と説明される。このような憲法と人権の成立過
程から、憲法は市民が国家に対して約束させた
事項を確認する文書と理解することができる。
もちろん現代型の憲法においては国家に対して
作為を要求する権利も保障されており、それら
は社会権と呼ばれている。しかし、あくまでも
出発点において人権は国家権力を制限するもの
であったことは確認しておく必要がある。義務
という観点からすれば憲法は国家の義務を定め
たものであり、もし憲法が国民の義務を定めて
いるとすれば、立憲主義の歴史的な意義とは
違った観点からの説明が必要となる。
以下ではこのような近代憲法の系譜に属して
いる日本国憲法で規定されている国民の義務に
ついて、基本所得論との関係ではどのように理
解すべきかについて具体的に検討する。
　
②　日本国憲法上の国民の義務
国民の義務という考え方が近代憲法から見た
場合に異質な性格があるとしても、日本国憲法
では上でも触れたように納税、教育、勤労が国
民の義務として規定されている。しかし、近代
憲法が国民の義務を説明することは難しいのと
同様に、日本国憲法で規定されている国民の義
務を説明することも簡単なことではない。憲法
学説では、日本国憲法で規定されている義務は
「基本的人権の保障を可能ならしめるための公
共の福祉の維持」のためのものと説明される６）。
それゆえ、憲法上の義務については、公共の福
祉による権利の制限として扱えば十分とも言え
るが、基本的人権と公共の福祉の関係について
は人権論の領域で古くから議論されている。そ
うであるならば、日本国憲法上の義務としては
公務員の憲法尊重義務だけを知っておけば十分
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であり、これら３つの「憲法上の国民の義務を
定める規定には、格別の意義は見いだしがた
い」７） という意見には十分な根拠があると言え
るであろう。
しかし、やはり基本所得論については勤労の
義務との関係を問題とせざるを得ない。まず日
本国憲法は資本主義・市場主義経済体制を採用
している。憲法２９条が財産権を保障しているの
はその表れである。このような体制においては
国民が自由に自力で生活をするのが原則であ
り、国家による介入は例外ということになる。
これを社会福祉の側面で見れば、「働かざる者」
に対する何らかの不利益が正当化されてもおか
しくない。勤労能力を有しながら勤労に従事し
ない者に対しては社会国家的給付が保障されな
いこともありうる。基本所得論が、勤労能力の
有無を問わずに一定の所得を国家が保障するも
のであるとすれば、このような「働かざる者、
食うべからず」的な考え方８） と真っ向から対立
することになる。基本所得論の導入可能性を検
討する際には、これらの点の問題を解消してお
く必要がある。
以下では、日本国憲法で規定されている各義
務が憲法学においてそれぞれどのように説明さ
れているかについて見ていくことにしたい。そ
の上で勤労の義務と基本所得論の整合性につい
て検討する。
　
③　個別の義務について
まず納税の義務について見ると、この義務は
国家が存立するための当然の義務であると言え
る。そもそも国会や裁判所などは憲法自体に
よって設置が予定されている機関である。他に
も憲法が認める国家の活動には多くのものがあ
る。それらの活動を行うためには資金が必要で
あるが、その場合には租税という形で国家権力
を用いて強制的に資金を徴収する必要があるか
らである。しかしその半面で納税については、
租税法律主義という形で国民主権と関連づけら
れることが多い。国民が税金を払う義務の前提
にはその課された税金の民主正当性があるので
ある。このように納税の義務といっても、租税
の課し方とその使い方如何によっては、国民に
納税の義務が妥当しないこともありうる。日本
国憲法上の納税の義務は、いかなる租税であれ
国家が課したものであれば国民には租税を収め
る義務がある、という意味では理解されていな
い。納税の義務について議論する際には、課さ
れた税金の民主的正当性と関連づけて理解する
必要がある。
次に、教育の義務は親が子どもに対して教育
を受けさせることを、国家に対する義務として
負わせるものである。憲法は１３条で幸福追求権
を保障しているが、幸福を追求し自己の目標に
向かって活動するためには、年少期からの教育
が必要になる。そこでそのような子どもの利益
ゆえに親に対して義務を課したのである。しば
しば親権が「（子どもに）奉仕する権利」とさ
れていることは教育の義務と関係している。し
かし、国民各人でできることには限界がある。
義務教育の無償（憲法２６条２項後段）はまさに
そのような事情を明らかにするものであろう。
さらに、教育を受ける権利は国家に対して教育
制度・施設を整備することを要求する権利であ
ると理解されている。それゆえ、教育の義務と
いう場合には、教育の義務を果たせるように国
家が環境を整備することが前提となっているこ
とを確認しておく必要がある。このように教育
の義務については、教育を受ける権利の社会権
的な側面と関連づけて理解する必要がある。
このように３大義務のうち２つの義務、納税
の義務と教育の義務には限界がある。いついか
なる場合でも、国民は無条件にこれらの義務を
果たすべきとはされていない。それでは残され
た最後の義務、勤労の義務についてはどうであ
ろうか。
勤労の義務の場合には租税・教育の義務と比
べて、強制力という点では弱いということを確
認しておく必要はあるが、それでも資本主義体
制下で勤労が「義務」として整理されることは
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不自然なことではない。資本主義体制において
は個人に対して経済活動の自由が保障される。
勤労意欲のない者の生活の面倒をみるために、
経済活動に従事している者に対して強制的に課
税をすれば、働いている者に対する自由の侵害
ということになるからである。このように資本
主義体制下で、働いている者の自由を侵害する
ことによって勤労意欲のない者の保護を図ろう
と思えば特別な理由づけが必要になる。しか
し、勤労の義務の場合には、その反面として、
国民が勤労の義務を果たせるように、国家がそ
のような労働環境を整える義務が発生する。
「勤労」が語られる場合には、国家による環境
整備の必要性が強調されることの方が多い。ま
た、労働基本権も国による労働環境の整備の一
部であり、これらは社会権として理解すること
ができる。憲法の規定によれば勤労は義務であ
るだけでなく権利でもあることからすれば、こ
のような理解は自然なものであろう。それゆ
え、労働の義務についても労働基本権という社
会権と関連づけて理解する必要がある。
これらのことから、国家が勤労の義務を果た
していないために多くの者が就職できないとい
う状況があれば、雇用保険などの適切な対策を
講じることが求められることになる。基本所得
論が労働と福祉を切り離す背景には失業率の上
昇もあると思われるが９）、そのような状況は国
家が勤労環境を整えてこなかった代償であると
理解することも可能である。現行日本国憲法下
で基本所得制度を導入しようとすれば、勤労能
力のある者が勤労しない・できないことは、国
家が勤労環境、特に就職環境を整えるのに失敗
したことと密接に関連していることを指摘する
ことで、勤労の義務との関係を整理することが
できる。逆に言えば、就職環境を整えられない
ことによって勤労の義務を果たす前提条件が用
意されていないという状況では、雇用政策を講
じる義務からさらに一歩進んで勤労と所得を切
り離す必要があると言うことによって、基本所
得制度に対する憲法上の問題は解消できるよう
に思われる。
もちろん基本所得制度を導入することが日本
国憲法上義務付けられているとまでは言えな
い。国民の生活保障をどのような方法で行うか
については立法者に広い裁量が認められるから
である。しかし以上で述べたことから、立法者
によって基本所得制度を採用することは法律上
の問題はないということは示せたのではない
か。基本所得制度を「（憲法上）導入できるの
か」ということに関しては、「導入できる」と
答えることができる。勤労の義務を規定してい
る日本国憲法においても、採りうる１つの政策
として、選択の余地はあると言うことはできそ
うである。
そこで基本所得制度を導入することが法的に
可能であるとして、次に問題となるのは、福祉
政策として採用可能な多くの政策のうち、なぜ
基本所得制度を導入すべきかということであ
る。法律上の障害はないが、それでも導入すべ
きではないという議論は当然ありうる。この議
論は基本所得制度の根拠に関わるものであり、
そこでは「なぜ福祉が必要か」という、福祉の
根拠づけの問題にまでさかのぼる必要がある。
社会権はあくまで立法過程を通じて保障すべき
であり、本来であれば憲法上の保障は必要な
かったとする場合でも１０）、立法者が基本所得制
度を導入する根拠について検討する必要があ
る。そのような、福祉の根拠付けに関わる分野
を、公共哲学と呼ぶべきか（社会的）正義論と
呼ぶべきか、用語の選択は難しいところがある
が、以下ではこの点に関する議論を基本所得制
度の理論的課題として検討する。
　理論的課題
唐突ではあるが、憲法の規定に含まれている
用語の中には、その内容が一様でないものがあ
る。その場合には、問題となっている憲法上の
概念について複数の解釈の余地がある中から、
特定の解釈を選んでその内容を理解しなければ
ならない。たとえば一口に「民主主義」と言っ
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ても様々な形態のものがありうる。国民主権と
人民主権の区別はその典型であろう。選挙制度
や首相の権限の範囲などについても様々な解釈
がありうるが、その中からいずれかの解釈を選
択することになる。このような場合にそこで行
われる選択が恣意的であると理解（誤解）され
ず、他の諸政策との一貫性を保つためには、個
別の事例から視野を広げた、より抽象的な理論
が必要となる。そのような場合に用いられる抽
象理論を憲法学では「憲法理論」と呼ぶことが
ある１１）。
同じように、憲法２５条の「すべて国民は、健
康で文化的な最低限度の生活を営む権利を有す
る」という規定は、まさに上で述べたような意
味で複数の解釈の余地がある規定である。「健
康で文化的な最低限度の生活」とは何かという
ことはもちろん、そのような生活を保護する方
法についても様々なものがありうる。そこで２５
条を具体化するために何らかの政策を選択する
場合には、上で述べた「憲法理論」が必要とな
る。数ある福祉政策の中で基本所得制度を導入
すべきと主張するのであれば、そのような抽象
的な議論を行う必要がある。しかも、日本国憲
法の多くの規定は自由権を保障している。基本
所得論は場合によっては国民の最低限度の生活
を国家が全面的に保障することにもつながるた
め、国家からの自由を保障する自由権との関係
が問題になる。それゆえ基本所得制度の導入を
根拠づけるために抽象的な理論を参照する必要
性は一層高まることになる。基本所得制度の導
入が恣意的なものと誤解されず、なおかつ現行
憲法体系の枠内で説明できるものにするために
は、そのような理論的な裏づけが必要になる。
イデオロギー的な次元と無関係に基本所得論を
理解しようという試みもあるが、イデオロギー
的な次元と基本所得論とを完全に切り離すこと
は困難といえよう。
このように基本所得制度の導入を主張しよう
と思えば、それを根拠づける抽象的な理論を参
照する必要がある。その際には当然「根拠づけ
ることができない」という結論もありうること
から、以下ではこの問題を基本所得論の根拠付
けの可能性の問題と合わせて検討する。筆者自
身が抽象的な議論については素人であることも
あり基本所得論と関連する全ての思想を扱うこ
とはできない。不十分ではあるが、筆者にとっ
てとりわけ関連しそうであると思われる思想を
取り上げて検討したい。またその検討もごく基
本的な部分にとどまることもあらかじめお断り
しておく１２）。
　
①　外国の理論
　リベラリズム
福祉を重視する思想としてまず思いつくのが
英米流のリベラリズムである。ここで言うリベ
ラリズムとは、一般的に理解されているよう
に、「保守」に対する「リベラル」であり、リ
バタリアニズムとは異なるものである。そして
リベラリズムの代表格といえばロールズであろ
う。「ロールズについて、肯定・否定どちら
でもいいから書く、というのが、こ（政治哲
学）の業界への最も安直な参入方法（括弧―筆
者）」１３） とも言われるほど有名な議論であるが、
議論の便宜上、最低限触れておきたい。ロール
ズは正義の原理としていくつかのものを提示し
ている。機会均等などと並んでそれらの原理に
含まれているのが格差原理である。それによる
と不平等な扱いが正当化されるのは社会の最も
不遇な人々の最大の便益に資する場合であると
される。この原理によってロールズは所得の一
定程度の再分配を正当化しようとする。さらに
この原理の正当化は、各個人が「無知のベール」
で覆われた「原初状態」に置かれれば、そのよ
うな諸原理に合意するはずであると想定するこ
とによって行っている。このようにロールズに
おいては機会均等が重視されながらも、その結
果を修正することも場合によっては認められて
おり、その理由付けは「無知のベール」を持ち
出すことで試みられているのである。もちろん
ロールズ以外にもリベラリズムに分類される者
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がたくさんおり、それらの論者の議論も一様で
はない。議論の正当化の方法も多種多様であ
る。しかし、ロールズにおいてみられるよう
に、個人の自由を尊重しつつ、ある程度の再分
配を正当化するという点では、リベラリズムと
呼ばれる議論は共通していると見ることができ
る。これらのことからリベラリズムにおいては
福祉政策が正当化されやすいと言えるであろ
う。
しかし、リベラリズムにおいて基本所得論ま
で正当化できるかは改めて検討する必要があ
る。ロールズが福祉政策の対象と考えているの
は「最も恵まれない『集団』」であり、全員一
律の福祉政策は想定されていない。国民全員に
対する一律支給を基本所得論の中心に据える場
合には、ロールズの議論とは整合しない恐れが
ある。また、リベラリズムにおいてもあくまで
も基本は機会の均等であり、格差原理などの理
論はその微調整として働くことになる。そのよ
うな微調整にとどまらず労働と福祉を分離した
上で一定の給付をすることになれば、リベラリ
ズムからの批判に応えるべき場面も出てくるも
のと思われる。リベラリズムによって福祉を基
礎付けることはある程度可能であろうが、基本
所得論についてまで基礎付けることができるか
どうかという点が、基本所得論が論じるべき課
題として残るであろう。
　
　リバタリアニズム
リベラリズムとは反対に、国家による福祉政
策に真っ向から反発するのがリバタリアニズ
ム・自由「至上」主義と呼ばれる立場である。
リバタリアンの代表格としてノージックやハイ
エクを挙げることができる。無政府主義者であ
るノージックについては本稿の対象範囲には収
まりそうにないためここでは扱わないが、ハイ
エクをはじめとする論者は国家の必要性こそ否
定しないものの、国家の介入場面を最小限に限
定しようとする点で共通している。それゆえ基
本所得論に対してはリベラリズムからのものと
は比べものにならないほどの激しい批判が予想
される。基本所得論を展開する際には、福祉そ
のものに対するリバタリアンからの批判に応え
る必要がある。
しかし、リバタリアンが通常は一定程度「弱
者保護」を認めていることもしばしば指摘され
ている１４）。最小限の所得を労働から切り離すと
いうことにハイエクらが賛成するとは想像しが
たいことは確かである。また、仮に福祉を認め
るとしてもその額はいわゆる福祉国家で行われ
ているものと比べて極度に少なくなると考える
のが自然である。労働と福祉を分離した上で社
会保障を行おうとすれば、その規模はより一層
小さくなるであろう。さらに、強制的な年金制
度を認めてしまえばリバタリアンとは言えない
とすれば１５）、基本所得論など「もってのほか」
ということになるであろう。しかし、リバタリ
アンが最小限とはいえ福祉を認める論拠を「人
道主義的考慮に求める方が自然」１６）であるとす
れば、人道主義的な視点をきっかけとして基本
所得論を議論するという道もありえないではな
いように思われる。しかし、基本所得論をリバ
タリアンに対して主張する際には相当な困難が
予想されることは確かである。
最後に、リバタリアンとの関係では、初期に
基本所得論を唱えた者の中に、パライスのよう
にリバタリアンを自称する者もいることも興味
深い１７）。パライスの場合には人道主義的な見地
というよりはコストの削減という点に重点があ
るようにも思われるが、パライスの議論は、リ
バタリアンであっても少し視点を変えることで
基本所得論の是非を積極的に論じる余地がある
ことを示しているのかもしれない。このように
考えるとリバタリアンに立った場合でも基本所
得論を根拠づける可能性は少なからずあるのか
もしれない。
　共同体主義
さらに、共同体主義も福祉政策と関連する思
想として挙げることができるであろう。共同体
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主義の観点から福祉政策を正当化しようとする
論者としてウォルツァーを挙げることができ
る。ここではウォルツァーによるリバタリアン
批判に着目したい。ウォルツァーによれば、人
間が持っている能力には知性やリーダーシップ
など多くのものがあるが、リバタリアンが想定
する世界においては金銭的な利益を稼ぎ出す能
力のみが評価され、それは全体主義国家のよう
であるという。そこで彼は、利益を生み出す以
外にも様々な才能を尊重すべきであり、富につ
いては市場の業績に応じて分配すればよいが、
教育については各人に平等に与えられるべきで
あるとする。福祉国家が市場原理から生じる望
ましくない結果を修正しようとするものである
ことからすれば、このようなウォルツァーの議
論は福祉国家を正当化するのに役立つ議論であ
ると言える。また、他の共同体主義者の場合で
あっても、平等という観点から出発することで
福祉政策を正当化することは難しいことではな
い１８）。
しかし、基本所得論を正当化するには更なる
検討が必要である。基本所得論は国民の生活保
障を金銭で行うものであるが、福祉政策の中心
をこれまで以上に金銭に置くことになる基本所
得論は、ウォルツァーの考え方と簡単に調和す
るとは考えにくい。ウォルツァーは金銭に還元
できないものも重視しようとしているからであ
る。さらに、共同体主義自体、多くの問題が指
摘されている立場である。ウォルツァーの場合
もそうであるが、共同体主義が想定しているの
は、平等が社会に共通する価値としてすでに認
められている社会である。しかし、その社会は
非常に狭いものにならざるを得ないのではない
かという指摘がある。また、小さい社会であれ
平等が共通理解として成立していることについ
て楽観的に過ぎ、その前提が通用しない社会に
おいては、若干の無理をする必要が生じる。そ
の「無理」とは伝統的な価値観（であるべきと
される事柄）に賛同できない者に対する特定の
価値観の押し付けである。価値観が違う社会が
並存することを認めるウォルツァーにあっても
この点は同様である。このように考えると共同
体主義はリバタリアンに比べれば福祉を根拠づ
けやすい立場ではあるが、その議論には危険性
も伴うことを確認しておく必要があり、さらに
福祉を根拠づけることには成功しても基本所得
論まで正当化できるかについては慎重な検討が
必要である。仮に基本所得を保障することで貨
幣という価値に一元的に還元した福祉政策を行
うことになれば、共同体主義の危険な面が再び
顔を出すことになる。
それゆえ、最悪の場合には共同体主義と基本
所得論が足を引っ張り合うという状況も考えら
れる。ウォルツァー流の共同体主義によって基
本所得論に「全体主義国家」的な側面もあるこ
とが示され、基本所得論によって共同体主義に
危険な側面もあることが示されるという状況も
ありえるのであり、その調整は困難なものにな
るであろう。しかし裏を返せば、そのような微
妙で難しい関係をうまく整理できれば、共同体
主義的に基本所得論を正当化する可能性は残さ
れていると考えることができるであろう１９）。
上で挙げた理論は外国の哲学理論であるが、
最近ではこれらの議論を参考にしながら福祉の
必要性を哲学的に基礎付けようとする議論も目
立っている。以下では日本での議論にも当ては
めるとどのようになるか考えてみる。
②　日本の理論への当てはめ
日本の社会福祉学については基礎理論の不足
が指摘されて久しいが、この状況は現在でも続
いていると思われる。しかし、２００６年春の季刊
社会保障研究（４１巻４号）に投稿している論者
を見ても分かるように、基礎理論を重視しなが
ら福祉について検討する論者は少なくない。学
際的に社会福祉を扱う論者に多いように思われ
るが、基礎理論を重視する論者としてはまず塩
野谷祐一教授を挙げることができる２０）。塩野谷
教授は経済学的な観点から福祉を論じ、「卓越」
という概念を重視することで共和主義的に福祉
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を基礎付けようと試みてきた。社会保障の出発
点である「基礎的ニーズ」として人間の「卓越」
のためのミニマムな条件を挙げ、このような卓
越のための最低限の条件を満たすためのものと
して福祉を根拠づけようとしている。また、菊
池馨実教授も基礎理論を重視する論者として挙
げることができる２１）。菊池教授は「自由基底的
権利論」を提唱し、個人の自律・自由と福祉と
を矛盾なく説明しようと試みている。これまで
の福祉理論が「国家による自由」という考え方
の功罪について深く検討することがないままに
保護の必要性を説く傾向があったのに対して、
いま一度「国家からの自由」に着目することで、
本来の意味での「自由」という観点から、サー
ビス受給者・要求者の主体性を取り戻そうとす
る試みと見ることができる。
塩野谷教授が菊池教授の議論を批判している
場面もあるが２２）、両者の議論は「福祉」という
ものの根拠の問題に焦点を当てることで、福祉
をより哲学的・思想的に深みのあるものにしよ
うとする点で共通の方向性にあると理解でき
る。社会福祉学の分野では国家の創設した制度
の枠内での議論に終始する傾向もあったことを
考えれば、現存の制度からある程度の距離を置
いた上で自立的な理論を提唱しているという点
で、両者の議論とも非常に意味のある議論であ
ると言える。また、国家による過度な介入を避
けながらも福祉の必要性を基礎付けようとする
点にも大きな意味がある。
基本所得制度に話を戻せば、両者が基本所得
論に対してどのような立場をとるかは定かでは
なく、むしろ懐疑的に見る可能性が高いように
思われる。特に菊池教授の場合には労働と福祉
を切り離す代わりに、何らかの社会貢献を求め
ていることからすれば、基本所得論には賛成す
ることはあまり考えられない。塩野谷教授の場
合にも、国家が一定の所得を（ほぼ）無条件で
保障することが、「卓越」と矛盾しないかが問題
となる。確かに彼らは福祉を根拠付けようとし
ている。しかし、基本所得が卓越や自由とどの
ような関係にあるのかについては、改めて検討
する必要がある。基本所得論を認める余地が
まったくないかといえばそうでもない。菊池教
授の議論との関係で言えば、労働と福祉を切り
離す場合には必ず社会貢献を求めなければなら
ないというわけではない。ある程度の所得が個
人の「卓越」や自由な発展に不可欠であること
も考えれば、基本所得制度をそのような形で根
拠づける可能性は残っているように思われる。
③　小　括
ここではリベラリズム、リバタリアン、共同
体主義、共和主義、自由基底的権利論の観点か
ら基本所得論を検討した。程度の差こそあれ、
いずれの立場からも基本所得論に対しては批判
される可能性があることを示した。そこで基本
所得論について議論する際には、福祉の理由付
けにも関連するこれらの批判に応える必要性を
まずは指摘できる。社会的正義論・公共哲学と
呼ばれる議論によって基本所得論を根拠づける
作業は苦労を伴うものになろうが、根拠づける
可能性は十分あると思われる。
また、抽象的な議論の必要性という点では、
基本所得論がそれぞれの立場から主張されたと
しても、その内容はその論者がよって立つ立場
によって、「基本所得」という名称自体は用いな
がらも同じ理論とは思えないほどに違った姿で
登場するかもしれない。実際の姿が相当程度異
なる可能性を考えれば、基本所得論についてそ
の表面的な長所・短所についての議論に終始す
ることなく、それぞれの論者の議論の体系性・
一貫性という点からも抽象的な理論を参照する
ことには大きな意味があるといえるであろう。
基本所得論の提唱者達は同床異夢の状態にある
のかもしれないが、それぞれの論者がどのよう
な「夢」を見た上で基本所得論を展開している
のかを知っておくことは非常に重要であると思
われる。
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お わ り に
本稿では基本所得論について議論をする際に
考えられる法的な障害と理論的な課題について
検討した。その検討によって、基本所得論の導
入可能性という点では憲法上の障害はないこと
を示した。また、理論的には多くの批判が予想
されるが、それらの批判に対して全く応えられ
ないものでもないことも示した。それゆえ、基
本所得論の理論的な可能性については、一応は
可能性があると言うことができるであろう。し
かし、その可能性を現実のものとするために
は、基本所得論の一層の発展が必要であること
も言うまでもない。次には、実際に基本所得制
度を導入することが望ましいのかについての議
論を展開したいところであるが、それは今後の
課題とせざるを得ない。
＊本稿は２００５年度長崎国際大学社会福祉学科共
同研究「現代社会の雇用と社会保障」の研究
成果である。
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